
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

尊重されて

いると思う

19.3%

いちがいには

いえない

67.9%

尊重されている

とは思わない

9.0%

無回答

3.9%

全体(N=779)

非常に

関心がある

12.3%

少し

関心がある

50.1%

あまり

関心がない

28.6%

ほとんど・

まったく

関心がない

5.9%

無回答

3.1%

全体(N=779)

「人権は尊重されている」と考えている人
は 19.3％ 

過半数の人が人権問題に関心がある 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者に関する問題

高齢者に関する問題

原発事故による放射線被ばく風評被害に関する問題

子どもに関する問題

インターネット等による人権侵害に関する問題

女性に関する問題

北朝鮮当局による拉致被害者及びその家族に関する問題

犯罪被害者等に関する問題

同和問題（部落差別に関する問題）

ホームレスに関する問題

刑を終えて出所した人に関する問題

人身取引（トラフィッキング）に関する問題

日本に住んでいる外国人に関する問題

ＨＩＶ感染者・エイズ患者に関する問題

ハンセン病患者・回復者等に関する問題

性同一性障害（からだの性とこころの性が一致しない状況）に関する問題

性的指向（同性愛や両性愛など）に関する問題

アイヌの人々に関する問題

その他

とくにない

無回答

50.6

50.4

38.0

37.1

34.9

31.7

30.8

19.0

18.5

14.5

13.2

12.6

12.1

10.8

8.9

8.2

6.7

4.2

0.5

5.3

4.0

0 10 20 30 40 50 60

（％）

あらぬ噂や悪口による、名誉・信用などの侵害

地域・家庭・職場などにおける暴力・脅迫・仲間はずれ・無理じい・嫌がらせ

職場等での不当な待遇や上司の言動による嫌がらせ（パワーハラスメント）

公的機関や企業などによる不当な扱い

信条・性別・社会的身分などのちがいによる不平等や不利益な扱いなどの差別待遇

配偶者や恋人等からの暴力（ドメスティックバイオレンス）

特定の人にしつこくつきまとわれること（ストーカー）

インターネットによるプライバシーの侵害

保護者からの虐待（児童虐待）

性的嫌がらせ（セクシャルハラスメント）

インターネット以外でのプライバシーの侵害

養護者等からの虐待（高齢者虐待、障害者虐待）

その他

人権を侵害されたことはない

無回答              

14.4

14.2

12.3

6.2

4.1

3.0

2.6

2.1

1.9

1.5

1.2

1.2

-

49.0

13.9

0 10 20 30 40 50 60

（％）

障害者と高齢者

に関する問題が

高い関心を集め

ている 

約４割の人が人権

を侵害された経験

がある 



 

 

 
 

 

 

●女性に関すること 

 

●日本に居住する外国人に関すること 

 

●子どもに関すること 

 

●インターネットにおける人権侵害に関すること 

 

●高齢者に関すること 

 

●ＨＩＶ感染者、エイズ患者に関すること 

 

●障害者に関すること 

 

●ハンセン病患者・回復者等に関すること 

 

職場における差別待遇（採用・昇格・
仕事内容・賃金など）

男女の固定的な役割分担意識や行
動（「男は仕事、女は家事・育児」な
ど）

女性の社会進出のための支援制度

女性への性暴力

アダルトビデオ・ポルノ雑誌における女
性のヌード写真や映像の商品化など

40.8

37.6

28.5

18.4

16.3

0 20 40 60

（％）

親が子どもに身体的、心理的な虐待
を加えたり、子育てを放棄すること（過
度の放任や無視を含む）

周りの人が、いじめをしている人や、い
じめられている人を見て見ぬふりをす
ること

子ども同士で暴力や仲間はずれ、無
視などのいじめをしたり、させたりするこ
と

学校や就職先の選択などについて、
親が子どもに自分の考えを強制し、子
どもの意見を無視すること

ビデオ・インターネット・携帯電話など
子どもを取り巻く性情報のはんらん

60.6

46.1

44.8

24.9

23.2

0 20 40 60 80

（％）

介護を必要とする高齢者の介護体
制・介護環境が十分でないこと

高齢者をねらった悪徳商法や振り込
め詐欺

働きたくても働く機会が少ないこと

家族が高齢者の世話を避けたり、じゃ
ま者扱いし、軽んじたり無視したり虐待
すること

生活に必要な情報がひとり暮らしの高
齢者などに十分伝わりにくいこと

42.0

40.7

35.7

31.5

30.8

0 20 40 60

（％）

人々の障害者に対する理解が十分で
ないこと

働ける場所や機会が少ないこと（職場
の受入体制が不十分なこと）

障害を理由に、意見や行動が尊重さ
れないこと（結婚、就職に際しての周
囲の反対など）

道路の段差やエレベーターの未設置
など、障害者の利用に支障があること

就職や職場で不利な扱いをうけること

51.0

47.0

22.5

19.4

19.1

0 20 40 60 80

（％）

病院や施設等に十分な外国語表記
がなかったり、医療通訳が不十分なた
め、サービスが受けにくいこと

就職や職場で不利な扱いを受けること

習慣等が異なるため地域社会で受け
入れられにくいこと

年金など社会保障制度で不利な扱い
を受けること

アパートなどの住居への入居が困難な
こと

30.8

29.1

27.1

15.0

14.4

0 10 20 30 40

（％）

他人を誹謗中傷する表現を掲載して
いること

出会い系サイトなど犯罪を誘発する場
となっていること

個人情報の流出などの問題が多く発
生していること

未成年に有害な情報であっても、無
制限に情報を入手できること

わいせつな画像や残虐な画像を掲載
していること

51.3

38.9

35.3

26.7

18.5

0 20 40 60 80

（％）

感染者や患者が特別な目で見られる
こと

感染していると分かった人が、退職や
退学に追い込まれること

感染していることを本人に無断で他人
に伝えられること

感染者や患者が病院での治療や入院
を断られること

結婚を断られたり、離婚を迫られること

35.6

29.7

29.1

26.6

13.9

0 10 20 30 40 50

（％）

地域社会での正しい知識と理解が十
分でないこと

ハンセン療養所以外で自立した生活
を営むのが困難であること

差別的言動を受けること

ホテル等で宿泊を拒否されること

アパートなどの住居への入居が困難な
こと

52.8

33.6

28.4

19.4

12.7

0 20 40 60 80

（％）

「職場におけ

る差別待遇」が

最も高い 

言葉に対する

配慮が不十分

でサービスが

受けにくい 

虐待やいじめ

に関する項目

が上位を占め

ている 

「他人を誹謗中傷

する表現を掲載し

ていること」が過半

数を超えている 

介護と高齢者

を狙った犯罪

が問題 

特別な目で

見られるこ

とが問題 

障害者に対す

る理解が進ん

でいないこと

が問題 

 

病気に対する

理解が進んで

いないことが

問題 



 

 

 

 

 

●ホームレスに関すること 

 

●犯罪被害者やその家族の人権 

 

●北朝鮮当局によって拉致された被害者等に関すること 

 

●性的少数者の人権について 

 

●刑を終えて出所した人 

 

 

●奄美群島から移住してきた人への偏見 

 

 

経済的に自立が困難なこと

通行人等から暴力をふるわれること

差別的言動を受けること

近隣住民等から嫌がらせをされること

アパートなどの住居への入居が困難な
こと

38.0

30.8

25.2

22.0

19.5

0 10 20 30 40 50

（％）

身体や居住移転の自由を奪われ帰
国できないこと

被害者及びその家族は一緒に生活す
るという当然の権利を奪われているこ
と

未帰還の被害者の家族が、被害者に
関する情報を全く得ることができないこ
と

拉致問題に関する国民の理解が足り
ないこと

被害者及びその家族を興味本位で見
ていること

60.5

56.1

54.7

26.3

5.3

0 20 40 60 80

（％）

更生した人たちに対する誤った認識や
偏見が存在していること

就職や職場で不利な扱いを受けること

アパートなどの住居への入居が困難な
こと

メールやインターネットで悪質な書き込
みや嫌がらせを行うこと

結婚問題で周囲が反対すること

54.4

43.5

20.9

14.4

13.9

0 20 40 60 80

（％）

犯罪行為によって身体的・精神的に
被害を受け、経済的負担など長期間
被害に苦しむこと

マス・メディアなどの報道によってプライバ
シーに関することが公表されたり、取材により
私生活の平穏が保てなくなること

刑事裁判手続において必ずしも被害
者の声が十分反映されるわけではな
いこと

捜査や刑事裁判において精神的負担
を受けること

事件に関して周囲にうわさ話をされる
こと

49.0

47.8

25.4

23.9

22.3

0 20 40 60

（％）

差別的言動を受けること

性的少数者に対する理解が足りないこと

職場や学校で嫌がらせをされること

じろじろ見られたり、避けられたりするこ
と

就職や職場で不利な扱いを受けること

31.8

31.8

25.4

22.8

16.0

0 10 20 30 40

（％）

偏見が残って

いると思う

5.5% 偏見はもう

なくなって

いると思う

16.3%

偏見が残って

いるかどうか、

わからない

27.7%

偏見があった

ことを知らない

44.3%

無回答

6.2%

４割以上の人

が偏見があっ

たことを知ら

ない 

更生した人に

対する誤った

認識や偏見が

問題 

「差別的言動を受け

ること」と「理解が

足りないこと」が特

に高い 

「帰国できない」、「家

族と一緒に生活でき

ない」、「情報がない」

の３項目が特に高い 

「長期間に及ぶ

被害」と「マス

メディアの報道

姿勢」が問題 

経済的に自立

が困難なこと

が問題 



 

 

 

 

 
 
 

 

※1999 年調査の調査数は 1,819 人 

 

 

 

 

 

 

 

凡例　

2014年調査

1999年調査

同
和
地
区
の
人
の
問

題
だ
か
ら

、
自
分
と

は
関
係
な
い
と
思
う

の
で
な
に
も
し
な
い

自
分
と
は
関
係
が
な

い
と
思
う
が

、
自
分

は
差
別
し
な
い
よ
う

に
し
た
い

自
分
と
は
関
係
が
あ

る
と
思
う

。
し
か
し

自
分
で
は
ど
う
し
よ

う
も
な
い
の
で

、
自

分
が
差
別
し
な
い
よ

う
に
し
た
い

自
分
と
も
関
係
が
あ

る
問
題
だ
と
思
う
の

で

、
自
分
も
差
別
を

な
く
す
努
力
を
し
た

い わ
か
ら
な
い

無
回
答

1.7

1.2

56.2

54.4

11.4

16.7

14.0

15.0

12.1

9.6

4.6

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

学校教育・社会教育を通じて、差別をなくし、人権を大切にする教育活動・啓発活動を積極的に行う

同和地区のことや差別のことなど口に出さないで、そっとしておけば自然になくなる

同和地区の人々の仕事を保障し、教育水準を高め、生活の向上をはかる

同和地区の人々自身が、自分の生活向上をはかるために努力する

差別をしたり、差別を営利目的などに使う者を法律で処罰する

同和地区の生活環境を改善・整備する

基本的人権を守り、真の民主主義の確立を目指す国民的運動を拡大・強化する

同和地区の人々が、かたまって住まないようにする

同和地区の人々が、差別に負けず、積極的に行政や同和地区外の人々に働きかけていく

その他

わからない

無回答              

44.2

24.0

21.6

21.6

17.8

17.5

16.6

14.6

11.9

1.5

15.5

5.1

0 10 20 30 40 50

（％）

当然と思う

おかしいと思う
けれど、しかたが

ないと思う

おかしいと思う
ので、なくしたほう

がよいと思う わからない 知らなかった 無回答

凡例　

結婚相手の家柄を問題にする

葬式から帰ったときに「清めの塩」を
使う

「大安」の日を選んで結婚式をあげる

「友引」の日に葬式をしない

「○○家○○家結婚披露宴」という
案内表示をする

10.1

20.9

32.1

28.0

48.9

28.8

13.0

26.2

29.9

16.0

39.0

40.4

21.8

20.2

9.1

12.3

16.6

12.6

13.7

18.5

0.8

2.6

0.3

1.5

0.5

9.0

6.5

7.1

6.7

6.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

「自分とは関係がないと

思うが、自分は差別しな

いようにしたい」とする

人が過半数を超え、前回

調査よりもわずかに増え

ている 

「学校教育・社会教育

を通して、差別をなく

し、人権を大切にする

教育活動・啓発活動を

積極的に行う」が４割

を超えて特に高い 

「帰国できない」、「家族と一緒に

生活できない」、「情報がない」の

３項目が特に高い 



 

 

 

 

 

 

 

 

※1999 年調査の調査数は 1,819 人 

 

 

 

 

 

凡例　

2014年調査

1999年調査

一度か
二度ある

三度以上
ある

参加した
ことがない

無回答

17.6

13.8

8.3

7.7

68.7

74.4

5.4

4.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新聞、テレビ、ラジオによる啓発

学校や保育所(園）、幼稚園での人権教育

地区公民館など身近な場所での講演会・研修会などによる啓発

人権フェスティバル・講演会などによる啓発

広報紙、パンフレット、冊子、ホームページによる啓発

人権問題に関する相談窓口

映画やビデオの上映

人権問題についての学習グループの活動や、グループ相互の交流会

掲示物（ポスター・立看板・懸垂幕など）による啓発

人権問題についての資料・図書

その他

とくにない

無回答

41.1

31.2

24.0

23.0

17.2

16.9

14.5

11.2

7.1

4.5

0.9

11.8

7.2

0 10 20 30 40 50

（％）

平成 25 年度 大牟田市民人権問題意識調査 結果の概要 
 

◇調査地域  大牟田市全域 

◇調査対象者 大牟田市内に居住する満 18 歳以上の男女 

◇調査対象者 2,000 人 

◇有効回収数 779 人 回収率 38.95％ 

◇調査方法 郵送法 

◇抽出方法 住民基本台帳による無作為抽出 

◇調査時期 平成 26 年１月～２月 

◇調査実施機関 株式会社 西日本リサーチ・センター 

※回答は、回答者数を基数とした百分率（％）で表し、小数点以下第二  

位を四捨五入しています。このため、百分率の合計が 100％にならな

いことがあります。 

※複数回答ができる設問では、回答率が 100％を超えることがあります。 

 

 
平成 26 年 3 月発行 

大牟田市市民協働部 人権・同和・男女共同参画課 
〒836-0862 福岡県大牟田市原山町１３－３ 

 TEL：0944-41-2611  FAX：0944-43-1015  

「帰国できない」、「家族と一緒に

生活できない」、「情報がない」の

３項目が特に高い 

「帰国できない」、「家族と一緒に

生活できない」、「情報がない」の

３項目が特に高い 


